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2023.10.23
ページ 訂正箇所 備考

表紙
裏

貸借対照表の勘定科目一覧
右下　下から6行目

2023.10.19

49 就労支援の事業の会計処理の基準 2022.10.04

50
＜就労支援事業別事業活動明細書作成

の流れ＞
下図

2022.10.04

57
取引　事業未払金の支払い

の仕訳
2022.09.15

75
残存価額

上から5行目　太字部分

79
取引　期中売却の場合

の計算式
2022.09.15

79
取引　期中売却の場合

の仕訳
2022.09.15

85
ファイナンス・リース取引の処理

アライグマのコメント２行目
2022.11.15

86
取引　ファイナンス・リース取引

(リース契約締結時)の仕訳
2022.11.15

87
取引　ファイナンス・リース取引

(リース料支払時)の仕訳
2022.11.15

・平成19年3月31日以後に取得　⇒　0 ・平成19年４月１日以後に取得　⇒　0

　　（借）　事業未収金　　　500 　　（借方）　事業未払金　　　500

　　①利子抜き法による場合
　　　　　(借)　リース資産
　　②利子込み法による場合
　　　　　(借)　リース資産

＜負債の部＞

　「就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）」および～本文4行

　就労支援の事業の会計処理の基準

別紙に差し替え

　全文削除

　　一括して「リース資産」として表示します。 　　一括して「有形リース資産」「無形リース資産」として表示します。

弊社の書籍をご利用いただき、有難うございます。
訂正が出ないようにと努力しておりますが以下の通り、誤りが判明致しました。
お手数をおかけして申し訳ございませんが訂正の上、ご利用下さい。
なお、弊社HP【「ネットスクール」検索→「読者の方へ」】にて訂正資料等の最新情報を閲覧・ダウンロードできますので、ご利用下さいますようお願いいたします。

誤 正

　　①利子抜き法による場合
　　　　　(借)　有形リース資産
　　②利子込み法による場合
　　　　　(借)　有形リース資産

　　①利子抜き法による場合
　　　　　(貸)　当座預金
　　②利子込み法による場合
　　　　　(貸)　当座預金

　　①利子抜き法による場合
　　　　　(貸)　現金預金
　　②利子込み法による場合
　　　　　(貸)　現金預金

＜純資産の部＞

(借) （ 減 価 償 却 費 ） 30  (貸) （ 器 具 及 び 備 品 ） 600  

 （ 器具及び備品減価償却累計額 ） 120   （ 固 定 資 産 売 却 益 ） 50  

 （ 現 金 預 金 ） 500        

 

(借) （ 減 価 償 却 費 ） 24  (貸) （ 器 具 及 び 備 品 ） 600  

 （ 器具及び備品減価償却累計額 ） 120   （ 固 定 資 産 売 却 益 ） 44  

 （ 現 金 預 金 ） 500        

 

（600 千円－120 千円）×0.2× 
３カ月（４/１～６/30）

12カ月
 ＝24 千円 600 千円×0.2× 

３カ月（４/１～６/30）
12カ月

 ＝30 千円 



88
取引　ファイナンス・リース取引

(決算時)の仕訳
2022.11.15

89
取引　ファイナンス・リース取引

(決算時)の仕訳
2022.11.15

89
オペレーティング・リース取引の処理

本文　3行目
2022.09.15

89
取引　オペレーティング・リース取引

×２年３月３１日（リース料支払時）の仕訳
2022.09.15

93 本文上　小見出し部分 2022.10.04

101
取引　決算時の処理（減価償却）

減価償却の仕訳
2022.10.04

102
固定資産確認テスト

②　（2）問題
2023.10.19

141 月次決算の流れ③ 2022.11.17

156
アライグマの下部

超重要
2022.10.04

160
試算表の作成

試算表の科目の行
2022.11.15

161 本文　１行目 2022.11.15

164
試算表

試算表の科目の行
2022.11.15

　　（借）　ソフトウェア償却　　　30 　　（借）　減価償却費　　　30

　　（借）　賃借料　　　6,000

　帳簿価額56千円の大型テレビが破損したので、廃棄手数料
８千円を支払って除却した。

　退職給付費用は費用となりますが～
　退職給付引当金計上時の退職給付費用は費用となりますが～
　（文言追加）

　　固定資産の除却・廃棄とは？ 　　固定資産の 除却・廃棄とは？（除却を削除）

　　③　事業費、事業費、事務費の未払計上 　　③　人件費、事業費、事務費の未払計上

　帳簿価額560千円の大型テレビが破損したので、廃棄手数料
80千円を支払って除却した。

　借手側は、リース料の支払時に「支払リース料（費用）」として処理し
ます。

　借手側は、リース料の支払時に「賃借料（費用）」として処理します。

　　（借）　支払リース料　　　6,000

　　②　所有権移転外ファイナンス・リース取引の場合
　　　　　(貸)　リース資産減価償却累計額

　　②　所有権移転ファイナンス・リース取引の場合
　　　　　(貸)　有形リース資産減価償却累計額

　　借方　①前残高
　　貸方　①前残高

　　借方　①期首残高
　　貸方　①期首残高

　　①　所有権移転ファイナンス・リース取引の場合
　　　　　(貸)　リース資産減価償却累計額

　　①　所有権移転ファイナンス・リース取引の場合
　　　　　(貸)　有形リース資産減価償却累計額

　　借方　①前残高
　　貸方　①前残高

　　借方　①期首残高
　　貸方　①期首残高

　　①　決算整理前残高試算表欄：
　　　　　期中取引のすべてが終わった状態の～

　　①　期首残高試算表欄：期首の～



169 確認テスト　②　(２)　問題文 2022.11.15

170 確認テスト　②　(10)　問題文 2022.11.15

210
固定資産確認テスト

②　（2）解答
2023.10.19

226
サンプル問題解説

⃣（４）①　支払資金残高
2022.11.29

231
サンプル問題解説

⃣参考　給与手当及び賞与支給の仕訳
2022.11.29

借方）器具及び備品売却損・除却損　64
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸方）器具及び備品　56
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現金預金　　　　８

借方）器具及び備品売却損・除却損　640
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸方）器具及び備品　560
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現金預金　　　　80

ISBN978-4-7810-0328-3  C1034 　\2800E

　前期末に徴収不能引当金を計上していた事業未収金15千円が
　徴収不能となった。

　期首における事業未収金のうち～

　下記文言を追加：
　なお、徴収不能引当金の残高は20千円である。

　当期に発生した事業未収金のうち～

　支払資金残高：317,549－1,322＝216,227

　借方　人件費（職員賞与）　　14,620

　支払資金残高：317,549－1,322＝316,227

　借方　人件費（職員賞与）　　20,020



P50　差替用別紙


